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Ⅰ　台湾の多様性は国際関係で 
重要な位置を決める

2015年に日本で上映された台湾映画『KANO 

1931　海の向こうの甲子園』では，日本統治時

代のあまりに弱すぎた台湾野球チームを日本人

の野球監督が育て，台湾代表として甲子園の試

合で準優勝へ導いた物語であった。誰にも期待

されていなかったこのチームに，日本人監督の

近藤兵太郎がこう述べた。「原住民は足が速い，

漢人は打撃が強い，日本人は守備に長けてい

る。こんな理想的なチームはどこにもない」。

この内容には，多様的な特長を引出し，粘りが

強く，優れたなチームに作り上げるという意味

がある。こういった多民族が組み合わさっただ

けではなく，言語力，理解力，多様性も含まれ

ている。このように多民族から構成する多様な

台湾の特徴は，今後の国際関係で重要であると

言える。

東アジアの地図を見ると，台湾はその中間に

位置し，特に，地理的には日本と中国，東南ア
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2016 年１月に蔡英文氏が総統に当選し，台湾での３回目の政権交代となった。蔡英文政権が立法院１）に

おいても過半数以上獲得するといった安定政権となった。2016 年５月 20 日の蔡英文政権発足から，外交，

経済，防衛科学技術など，多くの政策が注目されている。中でも蔡英文政権が掲げている政策の一つとして，

中国への依存を削減し，東南アジア諸国やインドとの関係をさらに深化させるといった東アジア域内経済関係

「新南向政策」を重要視している。一方で，地政学的背景からも，台湾の存在は日本の生命線と言われている。

なぜなら台湾は日本とアジア諸国を結ぶ通路の中間点に位置しており，中国への窓口でもある。このような日

本と台湾との連携の「ゴールデンエージ」とも言えるべく，日本の安倍政権と台湾の蔡英文政権が国際社会に

おいて共に協力し合い，すでに築かれている日台友好関係に加え，如何に国際貿易，科学技術，そして防災・

減災・災害復興の連携を基とした発展をするのか。そして，台湾国民が訴える司法改革など転型正義に応じて，

公平と社会的正義を取り戻すだけではなく，経済活性化における政治競争での平等主義社会への仕組みの構築

を進める。また，日台が抱えている少子高齢化社会への取り組みや地域再生・地方創生の推進にあたってもお

互いに厳しい現実に直面している。これらの動向をうまく把握すれば，日台と新たな連盟関係を深めることの

期待があると考えられる。
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ジアへの架け橋となり得るルートが見られる。

台湾は中国語を公用語として使い，世界のどの

国よりも中国のことを理解している。さらに，
米国の重要な盟友でもあり，日本と価値観も一

致し，産業の相互補完性が高く，親近感もより

強く抱いだいている。一方で，東南アジアに対

して台湾は人材や設備投資を積極的に行い，華

僑との絆も非常に深い。このような総合的な

メリットは台湾だからできることであると考

える。現在の台湾の経済状況は，国内総生産

（GDP：Gross Domestic Productivity）は世界

第 22 位，総貿易量は世界第 23 位，半導体生産

量は世界１位。2016 年５月から台湾で発足し

た新政権である蔡英文総統がこの特長を新たに

発展させ，日本と台湾の更なる信頼関係を築

き，国際競争力を高めるためにも，技術や産業

革新の連携を進める方針である。

Ⅱ　日台間の投資貿易と 
産業連携の現状

台湾経済部の資料によれば，1952 年から

2015 年まで，台湾から日本への投資は 683 件

（38.2 億ドル），日本から台湾への投資件数は

9087 件（187.2 億ドル）であった。貿易につい

て常に日本は台湾にとって第３位の貿易相手国

であり，2015 年には台湾の総貿易額の 11.4％

を占め，日本は 194 億ドルの貿易黒字である。

近年，日本企業が対台投資戦略を掲げ，円高か

らの脱却，貿易摩擦の回避を目的に工場の設置

など台湾への投資を促進している。

2000 年以降，日本の国内市場が成熟し，中

小企業は海外に成長の場を求めている。アベノ

ミクスの効果による円安は日本企業にとって海

外市場開拓のチャンスである。2012 年に成立

した第二次安倍内閣は日本企業の海外進出を積

極的に推進している。日本は中国と微妙な関係

にあるため，日本企業は信頼できる海外事業の

パートナーを探している。日中関係による事業

拡大が難しいため，華僑経済圏である台湾は重

要な商業的販路であり，台湾を経由し，東南ア

ジアで新たな製造拠点や市場チャンスを求めて

いる。

台湾が日系企業を魅力とする要因は，日本特

有の競争力ある投資環境，特にソフト面の実力

は確実なものであり，日台間の地理的背景から

物流面でも利便性がある。アジア太平洋地域の

重要な交通ハブ，その中に日台を繋ぐ航空便は

毎週 400 便以上存在し，緊密な経済や貿易ネッ

トワークを持っている。特に東南アジアには

１万人以上の台湾商人が活躍しており，54 の

華商協会がある。さらに，日台市民に高い信頼

関係が保たれているのも強い絆の影響であると

もいえる。また，交流協会での台湾における対

日世論調査によると 56％の台湾人が「最も好

きな国は日本である」と回答し，２位以下を大

きく引き離している。そして，台湾が「今後最

も親しい信頼関係が築ける国」は日本であると

多くの人が回答した。また，57％の日本人が

「台湾に親近感を抱いている」といった調査報

告もある。

Ⅲ　日台産業連携による相互補完

日台連携の最初は製造業の連携であった。日

本は最先端の技術力があり，台湾は商品化能力

や良質な製品の量的生産能力がある。日本企

業の強みは技術開発力－先端技術と差別化技

術，管理能力－組織管理，品質管理，国際ブラ

ンドとしての知名度，品質に対する信頼度で
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ある。一方，台湾企業の強みは量産技術能力 

（TSMC ２）の半導体，鴻海精密工業の部品），
コストを抑えた対応能力，迅速な決断力，国際

的な人脈－中国や東南アジア市場での華僑人脈

を通じた産業販路である。両者の産業チェーン

は相互補完関係にある。その中でも，サービス

業の連携は注目されている。日本のサービス業

は多様化しており，高水準サービス，品質管理

システムのノウハウがある。日本的なサービス

は台湾に受け入れられる率は高く，地域性に

よって調整され，台湾企業を経由して中国や東

南アジア市場での人脈や販路を拡大し，両者の

サービス業の優位性により迅速な市場発展が展

開される。

Ⅳ　今までの発展と新たな展開

台湾行政院３）は 2011 年に「日台産業連携架

け橋プロジェクト」を策定し，日台産業連携リ

ソース統合を推進している。2016 年から，蔡

英文政権の発足とともに，日台産業連携中長期

推進戦略の取り組みが可決され，台湾の自主的

な連携戦略の模索，グローバル市場における生

産量向上，産業拡大と海外進出，イノベーショ

ン産業と連携戦略を立てた。さらに，台湾での

製品の研究開発の強化，世界に発信する日本の

製品技術ノウハウ，国際人材との交流も重要視

されている。この五大プロジェクトは地域から

世界へ繋がることを目的とし，市場の高質化，
新たなサプライチェーンの構築，新産業での人

材育成，システムインテグレーションを目指し

ている。

台湾側も日台の産業連携は長年緊密に進めて

おり，相互的な友好関係による商業的連携の基

礎を確立している段階でもある。日台関係は

良好であり，観光，経済貿易における交流が

活発化すると考えられる。さらに，中台経済

協力枠組協定（ECFA：Economic Cooperation 

Framework）４）により，台湾は他のアジア諸

国と比べると，投資機会に優位性がある。台

湾と日本の間には，投資や科学技術に関す

る 45 の取り決めと数多い了解覚書（MOU：

Memorandum of Understanding）が締結され

ており，双方に得のある良好な関係が築かれ，
更なる経済発展の環境整備が確立されている。

日本と台湾とのイノベーション産業に焦点を

あて，日台企業が協力して，商機発展に取り組

み，日台双方が恩恵を受ける連携を継続して推

進させ，お互いの国際競争力の向上を目指す。

さらなる，日台の優位性を統合，第三国に海外

進出産業を拡大すること，つまり，日本の技術

力と台湾の量産能力と東南アジアの優位性を結

合することで，日台提携による世界進出の成功

模範ができる。この取り組みは政府と民間，地

域産業と企業などが協力し合うと，ステージ

1.0 の台日架け橋推進戦略である大手企業など

資源統合のコンセンサスが確立され，ステージ

2.0 の日台産業連携推進戦略へと進む。この日

台産業連携推進戦略モデルは，日本の自治体ま

たは産業組織との連携強化へと繋がる。台湾地

方自治体と日本の各自治体との連携を促進する

ことにより，地方産業の活性化をもたらし，潜

在力のある日台中小企業の連携を発掘できる。

海外ビジネスを展望する日本の中小企業は，優

れた研究開発能力に優位性があるが，経営リ

ソースに限りがある。よって，販売と製品製造

について台湾企業と協力することはより相乗効

果が発揮される。
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Ⅴ　新南向政策 
—日本と東南アジアの間のカギとなる台湾

2016 年 5 月に発足した蔡英文政権の外交経

貿政策の中で，最も注目されたのは「新南向政

策」であった。台湾が南向政策を標榜するの

は，李登輝政権（1988 － 2000 年），陳水扁政

権（2000－2008年）に続いて３度目だ。1993年，
李登輝政権下では，台湾企業の投資が中国に集

中することを避けるため，東南アジアを投資強

化地域に指定して企業投資を推奨した。しかし

ながら，1997 年のアジア通貨危機で東南アジ

アでの台湾企業は大打撃を受け，撤退が相次い

だ。台湾企業の投資は東南アジアから再び中国

に集まるようになり，第一回の南向政策は目標

を達成できずに終わった。2000 年以降，陳水

扁総統時代でも東南アジアとの関係を強化した

が，中国への緊縮的投資政策から開放的投資政

策に切り替わり，これにより台湾企業の中国投

資がさらに進んだ。2002 年 7 月に再度，南向

政策の再開を表明したものの，東南アジア諸国

は中国からの政治的なプレッシャ－のため政策

は難航し，大きな成果は得られなかった。2010

年代になると，中国での生産コストが上昇する

といった悪影響から，再び東南アジアへの投資

が増えてきた。2010 年以来，台湾は東南アジ

ア諸国連合（ASEAN：Association of South-

East Asian Nations）５）との貿易が徐々に上が

り，2014 年は 15％に達した，中国の 30％に比

較すると低値であるが，新南向策の促進により

上昇傾向であると考えられる。

現在の東南アジアの政治経済は二種類の体系

がある。東南アジアの政府部門には本土の人材

が多く所属しているが，産業や経営者には中華

系の移民（華僑）の影響力が強く，特にマレー

シアとインドネシアの国々ではこのような民族

的背景がある。日本は 80 年代以降，多く開発

チームの技術協力（JICA，日本工営など）を

通して，東南アジア諸国への投資やサービス業

も盛んに行った。しかし，国際政治，地理的背

景や，中国の経済実力増加により，東南アジア

は日本に対する歓迎の態勢を保ちながら，商業

や多くインフラ建設は日本に対して否定的で

あった。日本のインドネシアの新鉄道建設の受

注失敗は，日本にとって痛恨の極みであっただ

ろう。しかしながら，台湾は東南アジアの華僑

人との中国語を使用したコミュニケーション能

力や生活習慣の類似により日本に比べ優位で，
特に東南アジアから多数の留学生が台湾に来て

いる。

2016 年の蔡英文政権の「新南向政策」は以

前二度も策定された南向政策と違って，企業の

商機を結合させるといった貿易と投資の利益を

得ることだけではなく，観光，文化，教育及び

人材等の多方面の分野との交流を行うといった

社会的基盤の構築を含めた複合的政策である。

例えば，政策が発足前に台湾とアジア諸国との

双方に旅行ビザの申請免除の簡略化を図った。

この様な新南向政策を通して，積極的な国際協

力に参加ができ，スムーズな協議および対話が

進む全面的な国際化への体制を整えている。台

湾財政部の投資統計月報によると，2011 年に

は ASEAN 諸国から台湾への投資は 20％以上

を占めている。また，台湾対外投資の推移によ

れば（図１），中国への投資は 2010 年から急落

したが，日本への投資は 2016 年に大幅を成長

している。

金融市場においては，台湾の外為指定銀行

（DBU）による人民元使用業務が 2013 年から
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開始された。台湾の銀行が所有する人民元預金

残高（図２）は，わずか２年で 3000 億人民元

に達し，現在ではロンドン，シンガポールを超

え，香港に次ぐ世界最大オフショア人民元市場

になっている。中国は経済発展を遂げたが，生

産拠点としての魅力を失いつつある現在におい

ても，台湾企業にとっては市場規模の拡大と中

国語を使用できるメリットがあることは変わら

ず，また台中間における政策的優遇もある。

よって，台湾企業にとっては，市場が大きく，
大勢の労働者がおり，中国語を使用した交渉が

できる中国への進出が容易なのだ。台湾は中国

以外，人民元の国際化の最重要市場に変化でき

る契機でもあり，東南アジアの投資運営の中心

的位置となり得るだろう。台湾企業との産業投

資，技術協力，経済発展の新モデルに取り組み，
産業における一層の新南向戦略の実現化を推進

する。

台湾は貿易と金融市場のポテンシャルとして

の可能性を持ち，新南向政策に向けての人材養

成をし，政策を成功へ導く。また，東南アジア

諸国における多国間と二国間の協議と対話を拡

大し，経済協力を強化することで争議を減らす

ことができる。また，地域の平和と発展を推

進する上で，ASEAN 諸国以外であるインド，
オーストラリア等の国家との経済協力において

は，中国と違う条件の枠組みを取り決める必要

性がある。さらに，台湾は日本との民主主義，
地域発展の価値観が一致していることから，相

互に協力しあい，さらに大きな力を発揮できる

と期待されている。

Ⅵ　日台 IoT 連盟は 
産業構造と技術の徹底革新

台湾元総統李登輝氏と東京大学名誉教授であ

り第２次安倍晋三内閣で内閣官房参与として

「アベノミクス」の理論的指導者となっている

浜田宏一氏の著書『日台 IoT 同盟』では，第

四次産業革命の成就の鍵は日本の先端技術と台

湾のセンサー技術が合体することであると記し

ている。このセンサー技術は IoT（Internet of 

Things）という「あらゆるモノがインターネッ

トを通じて繋がる」といったシステムである。

李氏と浜田氏は，「日本での IoT の分野は世界

的にみて先行しているが，その多くは自社内に

図１　台湾対外投資の推移

注：2016 年の対外投資の割合計算は 2016 年 8 月まで。
資料：台湾財政部投資統計月報による筆者作成。

図２　台湾と香港の銀行人民元預金残高

資料：台湾中央銀行，香港金融管理局による筆者作成。
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閉じたサービスであるため，世界展開するには

難しい」と述べている。一方で，台湾はグロー

バル市場の要求に応じて部品を大量につくる生

産技術に優れている。つまり，日本企業の研究

開発力と台湾企業の生産技術が合わされば，世

界の IoT 応用の基盤となり，規制を定めたう

えで，両者それぞれの権力を取得できる。

現在，台湾には半導体のサイエンスパーク，
ソフトウエアパーク，精密製造サイエンスパー

クなど密集した産業クラスターが存在する。

他の工業団地を含めて 181 カ所，輸出加工区

（EPZ：Economic Processing Zone）10 カ所，
自由貿易港 5 カ所が整備されており，優秀でモ

チベーションの高い人材，利便性の高い輸送物

流網，整備された法体系・知的財産権制度など

インフラも整備されている。台湾は，新しい総

統の蔡英文とともに未来に向かって動き始め

た。日本企業の誘致により研究開発センターと

台湾企業との国際チームを設立。IoT の重要技

術とソリューションを共同開発する。日本企業

と台湾との共同事業による，大型スマート技術

応用実験場でのスマート技術応用の検証とシス

テム整合の実施を歓迎するとしている。台湾市

場と政府向けビジネスチャンスを共有できるだ

けではなく，台湾企業とチームを組み，政府補

助金を利用し，アジア太平洋圏スマート技術応

用市場を狙う。

Ⅶ　少子高齢化社会対策のための 
ICT と IoT を活用した 
新たなプラットフォームの創造

IoT とはパソコンやスマートフォンだけでは

なく，身の回りのあらゆるモノに埋め込まれた

センターがネットに繋がることで，相互通信を

可能にし，情報通信技術（ICT： Information 

Communication Technology）デバイスから繋

がり，新しいサービスや仕組みを生み出すこと

だ。例えば，ロボット技術や ICT を活用した

次世代農業（スマート農業），高齢者介護のシ

ステム構築，地方創生に向けてスマートシステ

ム導入の実現に向けた技術革新が見込める。こ

の技術は，現在の日常生活を一変させる革命的

技術で，世界の先端企業が開発を競い合ってい

る。台湾も日本と同様に少子高齢化の問題があ

り，農業，介護職員の人手不足などが社会発展

の転換期となる状態である。そこで，ICT と

IoT システムの応用と開発，日本の R&D と台

湾の量産能力を促進することにより，より良い

プラットフォームの実現というスーパースマー

ト社会をめざすことは，日本と台湾の産業発展

を進めながら，世界の市場で IoT が次代の技

術覇権を担う革新的なサービスになると言って

も過言ではない。

歴史や文化的にも，日本と台湾の繋がりは強

く，日本では地方自治体と産業クラスター連携

ネットワークを推進し，日台グローバル企業連

携の取り組みを始動させている。同時に，台湾

地方産業の国際連携サポート機関を立ち上げ，
日台優良中小企業連携を推進し，他国へのサプ

ライチェーン・マーケット連携を開拓し，日台

公的協会のネットワークも強化した。台湾の

ICT 時代の成功経験を含めて，これから IoT

の生産で日本経済は再び成長軌道に乗るであろ

うと考えられ，台湾が IoT の一大生産拠点に

なれば，台湾だけではなく日本の雇用も増える

ことになる。スーパースマート社会とインダス

トリアル 4.0 を達成するため，日台との IoT 連

盟は新たな経済効果が期待されている。これほ

ど強固な絆で結ばれた二国間関係は世界のどこ
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にもない。日本と台湾という世界で最も親和性

の高い民族が手と手を携え，新しい産業革命が

アジアから発進できる。

Ⅷ　「転形正義」経済法制透明化への 
期待

新政権の産業政策における制度改革は重要な

ポイントである。社会信頼，公平を取り戻す取

り組みも行なわれている。世界経済フォーラ

ム（WEF：World Economic Forum） が 2016

年９月に発表した世界競争力よると，先進国家

のラインキングにおいて，台湾の法律の独立性

（52 位），法律システムの効率（65 位）と集団

的犯罪（47 位）はもっとも低順位となってい

る。ここには国民による司法に対する信頼低下

が見られる。この問題を解決するために，司法

独立制と経済透明化，地域活性化をさせる取り

組みに対して，蔡英文政権は長年「党国体制」，
つまり，台湾での国民党と国との曖昧な関係を

終結しなければならないと考えた。

国民党は，1945 年 10 月から国連の告知に応

じて，まだ日本領土であった台湾を占領しただ

けでなく，当時台湾で 40 万人の日本人住民に

対し１人千円の財産とスーツケースひとつのみ

の持ち出しを許可し日本に引き揚げさせた。台

湾に居た日本人市民が設立した株式会社の不動

産や土地はほぼ国民党の財産になった（特に，
都市中心部にある映画館，放送局，民間住宅な

ど）。1993 年の時点で，9639 台湾ドル（約３兆

円，現時点の価値）の財産を持つ世界で最も財

力のある政党と言われている６）。今までも多

く党営事業と呼ばれる企業を経営し，選挙運動

の特別寄付金として党内の候補者に分配してい

る。それが原因で，台湾は 1980 年代以来不公

平な選挙が続いていた。

そのため，不正党産処分委員会（行政院不當

黨產處理委員會）を立法院に設立した。蔡英文

が率いる与党，民主進歩党は国会多数派にな

り，同じ維新改革を求める「時代力量党」と連

盟して，不正党産処分委員会の法令を整備し，
2016 年 10 月から運営を開始した。この委員会

は 1945 年から国民党が非合法で取得した財産

を調査し，経済犯罪の調査も積極的に行ってい

る。2013 年にはアメリカで政府経営に関わる

兆豊銀行のマネーロンダリングの疑いが発見さ

れた。このような調査の実施は，台湾司法と金

融犯罪の透明化には極めて効果があり，これに

よって不法な手段で取得した財産が国に返還さ

れ，将来，再度民間企業として運用されること

もできる。国民党職員の不正年金取得問題にお

いては，実質，国家公務員として勤務した期間

を厳密に計算する制度の改正も行い，不正に取

得した年金を返還するといったことも実施され

た。また，今の若者世代が生活しやすい年金改

革の積極的な整備環境を作り，公平と社会的正

義を取り戻すだけではなく，経済活性化におけ

る政治競争での平等主義社会への制度設計も期

待されている。

Ⅸ　国際機関の協力

国際協力の方針を作るのは国際機関であ

る。台湾が在籍している経済関連の国際組

織 は 国 際 貿 易 機 関（WTO：World Trade 

Organization），アジア太平洋経済協力機構

（APEC：Asia-Pacific Economic Cooperation）

とアジア開発銀行（ADB：Asian Development 

Bank）のみである。 国連（UN：United 

Nations），世界銀行（WB：World Bank），
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国際通貨基金（IMF：International Monterey 

Fund）など台湾としての参与がまだできてい

ない。なぜなら，国家として承認されておら

ず，加盟するには主権を持った国家でなければ

ならない。1966 年に設立された日米が主導す

るアジア開発銀行では，アジア圏における経済

成長や経済協力を助長し，増大する経済発展に

伴ったインフラストラクチャー整備のために

国際開発金融機関として貢献する。一方で，
中国が提唱し主導するアジアインフラ投資銀

行（AIIB：Asian Infrastructure Investment 

Bank）は，国際社会に政治経済的影響力を発

揮することを目的として 2015 年に発足した。

2016 年１月 16 日に実質稼働され，アジア圏内

外 57 カ国を創設メンバーとして発足し，さら

に 30 カ国が追加で加盟を希望しているとされ

ているが，日本，アメリカ合衆国などは 2016

年１月までに参加を表明していない。

馬英九政権時代（2008 － 2016 年）に，台湾

の財務省から AIIB への参加意向書を中国に提

出したが，拒否された。現在政権交代した中，
蔡英文政府は「AIIB への参加」は現在急務で

あると判断しておらず，より発揮できる外交活

動への参加を第一優先としている。現在正式

メンバーとして ADB に加盟しており，加盟各

国とより深い協力体制を作り，ADB のアジア

における経済発展のために力を発揮し，優れた

成果をあげなければならない状況である。東京

にあるアジア開発銀行研究所（ADBI： Asian 

Development Bank Institute）も重要な政策提

言の交渉場として大事である。政策の相互理

解，発展計画を助け合って進めていくこと，ア

ジアの産官学連携をさらに深めることが今後よ

り必要となる。

Ⅹ　自然災害の運命共同体として 
防災システムの構築

台湾も日本と同様に，地震，台風，津波など

自然災害が多発する地域である。1995 年の阪

神大震災から４年後，1999 年に台湾で M7.6 の

「集集大震災」が台湾中部地方に発生した。日

本は救援隊と支援を含めた迅速な復興対策へ貢

献を行った。その教訓により，台湾の防災の取

り組みは 1999 年の集集大震災から本格的に行

われた。そして，2011 年の東日本大震災に，
台湾も恩返しをするように，国民が 200 億の義

援金を日本へ寄付した。台湾赤十字から日本赤

十字社に寄せられた義援金の一部は，南三陸町

の総合病院再建に使われ，「日台の友好が末永

く続く象徴」であると言われている。2016 年

に発生した台湾美濃台南大震災と熊本大震災に

おいては，台湾と日本がさらなる防災の救援，
物資支援，その後の復旧対策に協力して力を注

いだ。

大規模な災害が発生した際のシステム崩壊か

ら復旧作業において，台湾の協力は重要な成果

を発揮した。例えば松島の福浦橋の修復，地域

の観光推進など社会的復旧である。また，震災

に役立つ物資を取り扱う防災産業，システムの

開発，インフラの整備など様々な交流がある。

現在，民間では，日本防災プラットフォームと

台湾防災産業協会が，防災に対するグッズやシ

ステムの開発を積極的に行っている。政府レベ

ルでも，日本と台湾海洋周辺の漁業協定，捜索

救助協力，さらに海洋科学的調査といった相互

支援を積極的に進めるべきである。このような

交流を通して，相互信頼関係も深められ，日本

と台湾の防災産業の共同開発，海外進出も可能
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になり，防災対策のまだ脆い発展途上国に対し

て非常に良いアプローチとなり，民間における

防災経済におけるインセンティヴが形成される

と考える。

Ⅺ　日台の連携は明るい希望へ

台湾の蔡英文政権の発足は，まさしくアメリ

カの外交政策のアジアへの転換という「アジア

基軸（Pivot to Asia）」政策を固めた時期であ

る。しかしながら，2016 年 11 月のアメリカ大

統領選挙でトランプ氏が次期大統領に選出され

た。今までの米国外交政策が変更される懸念も

あるが，2016 年４月，米国下院と上院で，「『台

湾関係法』７）と台湾に対する『６つの保証』８）

を米台関係の基礎とすることを再確認する両院

一致決議案」が可決された。そして 7 月 18 日

の共和党の全国大会において，台湾への「６つ

の保証」を盛り込んだ政策綱領が採択されてい

る。日米同盟の強化をうたうのであれば，アメ

リカ並みとはゆかぬまでも，日本政府も，特別

立法で台湾の重要性を明記するとか，日本版・

台湾関係法を制定するべきだ。一方，中国は南

シナ海の領有権問題をめぐってアジア諸国と微

妙な関係にあり，台湾の重要性が大幅に高まる

と考えられる。蔡英文政権の新たな五大イノ

ベーション産業政策と新南向政策はこれから大

きな役割を担い，これを契機として産業連盟に

関わる多くの国との関係も発展していくであろ

う。

2012 年のオープンスカイ協定により，台

湾と日本の移動手段としての格安航空会社

（LCC：Low Cost Carrier）は大いなる利便性

をもたらした。2016 年現在，日本から台湾へ

直行便が利用できる空港は 20 以上あり，これ

を利用する旅行客は 600 万人を越えるであろ

う。日本と台湾との間で友好都市協定や姉妹都

市提携する自治体は 2011 年から３倍近くに増

えてきた。日本と台湾の間のさまざまな交流は

お互いの信頼を深め，今後日本の産業革新，地

方振興の起爆剤として動くことが可能になるだ

ろう。

［注］
１）日本の国会にあたる機関。
２）TSMC：台湾集積回路製造カンパニー。台湾新竹市新竹サ

イエンスパークに本拠を置く世界最大の半導体製造ファウン
ダリである。

３）日本の内閣府にあたる機関。
４）自由貿易協定（FTA）に相当する協定である。
５）データは ASEAN の主な６カ国（インドネシア，タイ，

ベトナム，フィリピン，シンガポール，マレーシア）のもの。
６）1993 年９月 18 日台湾で行われた公共秩序研究會で劉維琪

氏の報告『中國國民黨黨營事業的現況與前瞻』による。
７）台湾関係法：アメリカ合衆国の国内法律である。1979 年

１月１日に民主党のジミー・カーター大統領は中国との国交
を樹立した。それを受けて，台湾に関するアメリカ合衆国と
しての政策の基本が定められた。『アメリカ合衆国は台湾居
民の安全，社会や経済の制度を脅かすいかなる武力行使また
は他の強制的な方式にも対抗しうる防衛力を維持し，適切
な行動を取らなければならない』と明記され，事実上のア
メリカ合衆国と台湾との間の軍事同盟である。( 英：Taiwan 
Relations Act，略称：TRA）

８）６つの保証：1982 年７月 14 日，ロナルド・レーガン米
大統領から台湾総統へ伝えられたアメリカの台湾政策の方
針。① 台湾への武器供与の終了期日を定めない。② 台湾へ
の武器売却に関し，中国と事前協議を行わない。③ 中国と
台湾の仲介を行わない。④ 台湾関係法の改正に同意しない。 
⑤ 台湾の主権に関する立場を変えない。⑥ 中国との対話を
行うよう台湾に圧力をかけない。
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